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1.  平成21年3月期第1四半期の連結業績（平成20年4月1日～平成20年6月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期第1四半期 3,027 ― 22 ― 67 ― 23 ―

20年3月期第1四半期 3,073 △0.9 △39 ― △10 ― △7 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期純利

益

円 銭 円 銭

21年3月期第1四半期 0.64 ―

20年3月期第1四半期 △0.20 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期第1四半期 14,731 10,865 73.8 291.10
20年3月期 15,495 10,831 69.9 290.18

（参考） 自己資本   21年3月期第1四半期  10,865百万円 20年3月期  10,831百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
 

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

20年3月期 ― 2.00 ― 2.00 4.00
21年3月期 ― ――― ――― ――― ―――

21年3月期（予想） ――― 2.00 ― 2.00 4.00

3.  平成21年3月期の連結業績予想（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  有  

   今回、第２四半期連結累計期間の業績予想を修正しております。  

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純

利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期連結累計期間 6,300 ― 60 ― 110 ― 40 ― 1.07
通期 13,600 1.3 400 18.7 430 26.5 220 10.8 5.89

4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  

〔（注）詳細は、３ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他（２）をご覧下さい。〕 

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されるもの） 

〔（注）詳細は、３ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他（３）をご覧下さい。〕 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
１．通期の業績予想は、現段階では変更しておりません。なお、業績予想に関する事項は３ページ（３．連結業績予想に関する定性的情報）をご参照ください。 
２．当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用 
  指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。 
３．本資料に記載されている業績予想に関する記述は、現時点で入手可能な情報に基づき当社が判断したものであり、リスクや不確実性を含んでおります。 
  実際の業績は、様々な要素によりこれら業績予想と異なる結果となり得る可能性のあることをご承知おきください。   

新規 ― 社 （社名 ） 除外 ― 社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期第1四半期  38,990,870株 20年3月期  38,990,870株

② 期末自己株式数 21年3月期第1四半期  1,665,769株 20年3月期  1,664,795株

③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 21年3月期第1四半期  37,325,648株 20年3月期第1四半期  37,336,906株



【定性的情報・財務諸表等】

１．連結経営成績に関する定性的情報

当第１四半期のわが国経済は、米国に端を発したサブプライムローン問題や原油価格の高騰など依然として厳しい

状況が続いており、景気回復は足踏み状態でありました。

電線業界におきましては、通信、電気機械、自動車部門は堅調であったものの、建設・電線販売部門の落ち込みが

影響し、全体として前年を下回る状況で推移してまいりました。

このような経営環境のもと、当社グループは、独自性を持った新製品の開発、営業体制や販売促進活動の強化、ロ

ス低減に向けたＱＣ活動の展開、ＩＴを利用した業務効率の改善などを積極的に進めてまいりました。

この結果、第１四半期の売上高につきましては、光製品やワイヤーハーネスが増加しましたが、機器用電線やフレ

キシブル基板の減少により、前年同期に比べ46百万円減の3,027百万円となりました。

損益につきましては、売上高の減少による利益減があったものの、製品構成の変化や銅価格などが前年同期に比べ

低く推移したことなどにより、営業利益は前年同期に比べ62百万円良化の22百万円、経常利益は前年同期に比べ78百

万円良化の67百万円、四半期純利益は前年同期に比べ31百万円良化の23百万円となりました。

事業の種類別セグメント

[電線・ケーブル事業]

売上高につきましては、産業用光製品が増加しましたが、アミューズメント向け需要の低迷により機器用電線が

減少したため、前年同期に比べ67百万円減の2,073百万円となりました。

営業利益につきましては、売上高の減少および償却費の増加による利益減があったものの、銅価格などが前年同

期に比べ低く推移したことなどにより、前年同期に比べ21百万円良化の3百万円となりました。

[電子部品他事業]

売上高につきましては、家電向けフレキシブル基板が減少しましたが、産業用機器向けワイヤーハーネスが増加

したため、前年同期に比べ21百万円増の953百万円となりました。

営業利益につきましては、製品構成の変化などにより、前年同期に比べ40百万円良化の18百万円となりました。

２．連結財政状態に関する定性的情報

（１）資産、負債、純資産の状況

総資産は14,731百万円となり、前連結会計年度末に比べ763百万円減少しました。流動資産は7,454百万円と

なり、前連結会計年度末に比べ759百万円減少しました。この主な要因は受取手形及び売掛金が減少したことや

債券の満期償還により有価証券が減少したためであります。また、固定資産は7,277百万円となり、前連結会計

年度末に比べ4百万円減少しました。この主な要因は、投資有価証券が株式市場の回復により増加し、有形固定

資産の減価償却費が取得を上回ったことにより減少したためであります。

負債合計は3,866百万円となり、前連結会計年度末に比べ797百万円減少しました。流動負債は2,778百万円と

なり、前連結会計年度末に比べ797百万円減少しました。この主な要因は支払手形及び買掛金や未払法人税等が

減少したためであります。固定負債は1,087百万円となり、前連結会計年度末に比べ同等となりました。

純資産合計は10,865百万円となり、前連結会計年度末に比べ34百万円増加しました。この主な要因は、四半

期純利益に加え、その他有価証券評価差額金が増加したためであります。

自己資本比率は、前連結会計年度末に比べ3.9ポイント上昇し73.8％となりました。

（２）キャッシュ・フローの状況

営業活動によるキャッシュ・フローは217百万円の減少となりました。これは主に減価償却費158百万円、売

上債権の減少360百万円などで増加しましたが、仕入債務の減少441百万円、法人税等の支払129百万円などで減

少したためであります。

投資活動によるキャッシュ・フローは54百万円の増加となりました。これは主に有形・無形固定資産の取得

146百万円により減少しましたが、定期預金の払戻200百万円により増加したためであります。

財務活動によるキャッシュ・フローは75百万円の減少となりました。これは主に配当金の支払74百万円によ

るものであります。

この結果、当第1四半期末の現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ234百万円減少し2,129百万円と

なりました。

－ 1 －



３．連結業績予想に関する定性的情報

平成20年４月25日の決算発表時に公表いたしました業績予想のうち、第２四半期累計期間の業績予想を修正してお

ります。具体的な内容については、本日（平成20年７月29日）公表しております「業績予想の修正に関するお知ら

せ」をご参照ください。

　なお、通期の業績予想は、現段階では変更しておりません。

４．その他

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）

該当事項はありません。

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

棚卸資産の評価方法等について、一部簡便な会計処理を適用しております。また、四半期連結財務諸表の作成

に特有の会計処理の適用はありません。

（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更

１．当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号　平成19年３月14日）およ

び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号　平成19年３月14日）を適

用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。

２．通常の販売目的で保有する棚卸資産については、従来、先入先出法による原価法によっておりましたが、当

第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）

が適用されたことに伴い、先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法）により算定しております。

これにより、営業利益、経常利益は3,818千円減少し、税金等調整前四半期純利益は28,778千円減少しており

ます。

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

３．所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議

会第一部会）、平成19年３月30日改正））および「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））が

平成20年４月１日以後開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適用することができることになっ

たことに伴い、当第１四半期連結会計期間からこれらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に係る会計処理

によっております。また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法につい

ては、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

なお、リース会計基準適用初年度開始前および開始後において、１件当たりのリース料総額が３百万円を超

える重要な所有権移転外ファイナンス・リース取引がないため、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っ

ております。そのため損益計算に与える影響はありません。

４．有形固定資産（機械装置）の耐用年数について、当第１四半期連結会計期間より、法人税法の改正を契機と

して見直しを行い、従来採用していた８～10年の耐用年数を、７～８年に変更しました。

これにより、営業利益、経常利益および税金等調整前四半期純利益は、それぞれ7,307千円減少しております。

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。
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５．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,129,663 2,264,134

受取手形及び売掛金 3,812,757 4,173,559

有価証券 － 299,581

製品 620,344 581,873

原材料 146,950 143,882

仕掛品 463,436 458,773

貯蔵品 24,223 17,037

その他 257,072 274,981

流動資産合計 7,454,447 8,213,824

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 3,187,615 3,245,012

その他 2,526,725 2,566,186

有形固定資産合計 5,714,340 5,811,199

無形固定資産 192,730 182,580

投資その他の資産 1,370,039 1,287,715

固定資産合計 7,277,111 7,281,496

資産合計 14,731,559 15,495,320

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,914,601 2,356,452

短期借入金 190,000 190,000

未払法人税等 13,302 142,723

その他 660,670 887,290

流動負債合計 2,778,574 3,576,465

固定負債   

退職給付引当金 696,583 688,719

役員退職慰労引当金 62,608 72,070

その他 328,433 326,912

固定負債合計 1,087,625 1,087,702

負債合計 3,866,199 4,664,168

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,304,793 4,304,793

資本剰余金 3,101,531 3,101,531

利益剰余金 3,701,085 3,752,004

自己株式 △498,147 △497,955

株主資本合計 10,609,262 10,660,373

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 256,097 170,779

評価・換算差額等合計 256,097 170,779

純資産合計 10,865,360 10,831,152

負債純資産合計 14,731,559 15,495,320



（２）四半期連結損益計算書 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

売上高 3,027,030

売上原価 2,465,470

売上総利益 561,560

販売費及び一般管理費  

給料手当及び福利費 272,422

退職給付費用 26,355

役員退職慰労引当金繰入額 7,258

その他 232,759

販売費及び一般管理費合計 538,794

営業利益 22,766

営業外収益  

受取利息 3,158

受取配当金 19,488

為替差益 22,478

その他 639

営業外収益合計 45,765

営業外費用  

支払利息 1,141

その他 319

営業外費用合計 1,460

経常利益 67,071

特別利益  

貸倒引当金戻入額 97

特別利益合計 97

特別損失  

たな卸資産評価損 24,959

その他 152

特別損失合計 25,111

税金等調整前四半期純利益 42,056

法人税、住民税及び事業税 6,661

法人税等調整額 11,661

法人税等合計 18,323

四半期純利益 23,733



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 42,056

減価償却費 158,589

退職給付引当金の増減額（△は減少） 7,863

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △9,462

売上債権の増減額（△は増加） 360,802

たな卸資産の増減額（△は増加） △53,388

仕入債務の増減額（△は減少） △441,850

その他 △172,441

小計 △107,830

利息及び配当金の受取額 22,069

利息の支払額 △2,330

法人税等の支払額 △129,474

営業活動によるキャッシュ・フロー △217,565

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △90,493

無形固定資産の取得による支出 △55,625

定期預金の払戻による収入 200,000

その他 383

投資活動によるキャッシュ・フロー 54,263

財務活動によるキャッシュ・フロー  

自己株式の取得による支出 △192

配当金の支払額 △74,873

財務活動によるキャッシュ・フロー △75,065

現金及び現金同等物に係る換算差額 4,313

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △234,053

現金及び現金同等物の期首残高 2,363,716

現金及び現金同等物の四半期末残高 2,129,663



　当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号　平成19年３月14日）および「四

半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号　平成19年３月14日）を適用しておりま

す。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。

（４）継続企業の前提に関する注記

　該当事項はありません。

（５）セグメント情報

ａ．事業の種類別セグメント情報

当第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）

電線・ケーブル
（千円）

電子部品他
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高

(1) 外部顧客に対する売上高 2,073,190 953,840 3,027,030 ─ 3,027,030

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
─ ─ ─ ─ ─

計 2,073,190 953,840 3,027,030 ─ 3,027,030

営業利益 3,878 18,887 22,766 ─ 22,766

　（注）１．事業区分は、製品系列から２つに区分しております。

２．各事業の主な製品は以下のとおりであります。

(1)電線・ケーブル事業　機器用電線、放電加工機用電極線、通信ケーブル、光製品など

(2)電子部品他事業　　　フレキシブル基板、ワイヤーハーネス、統合配線システム、テナントなど

３．会計方針の変更等

　（棚卸資産の評価に関する会計基準）

当第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７

月５日）を適用しております。これにより、従来の方法によった場合に比べて、営業利益が、電線・ケーブ

ル事業で2,107千円、電子部品他事業で1,711千円それぞれ減少しております。

　（有形固定資産の耐用年数の変更）

有形固定資産（機械装置）の耐用年数について、当第１四半期連結会計期間より、法人税法の改正を契機

として見直しを行い、従来採用していた８～10年の耐用年数を、７～８年に変更しました。これにより、従

来の方法によった場合に比べて、営業利益が、電線・ケーブル事業で7,039千円、電子部品他事業で268千円

それぞれ減少しております。

ｂ．所在地別セグメント情報

当第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）

本邦以外の国または地域に所在する連結子会社および在外支店がないため、該当事項はありません。

ｃ．海外売上高

当第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）

米州 欧州 アジア他 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 213,511 221,562 76,944 512,017

Ⅱ　連結売上高（千円） ─ ─ ─ 3,027,030

Ⅲ　海外売上高の連結売上高に占める割合（％） 7.1 7.3 2.5 16.9

　（注）１．国または地域は地理的近接度によって区分しております。

２．各区分に属する主な国または地域は次のとおりであります。

(1）米州………アメリカ他

(2）欧州………ドイツ、トルコ他

(3）アジア他…中国、韓国他

３．海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

　該当事項はありません。

－ 1 －



「参考資料」

前四半期に係る財務諸表等

（１）（要約）四半期連結損益計算書

科目

前年同四半期
（平成20年３月期
第１四半期）

金額（千円）

Ⅰ　売上高 3,073,391

Ⅱ　売上原価 2,566,155

売上総利益 507,235

Ⅲ　販売費及び一般管理費 546,682

営業利益 △39,447

Ⅳ　営業外収益 29,958

Ⅴ　営業外費用 1,469

経常利益 △10,958

Ⅵ　特別利益 606

Ⅶ　特別損失 948

税金等調整前四半期純利益 △11,300

税金費用 △3,710

四半期純利益 △7,589

－ 2 －



（２）（要約）四半期連結キャッシュ・フロー計算書

前年同四半期
（平成20年３月期
第１四半期）

区分 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 △11,300

減価償却費 143,152

退職給付引当金の増加額 25,111

役員退職慰労引当金の増加額 6,099

売上債権の減少額 71,291

棚卸資産の増加額 △126,221

仕入債務の減少額 △253,131

その他 △131,411

小計 △276,411

利息及び配当金の受取額 14,494

利息の支払額 △3,196

法人税等の支払額 △227,858

営業活動によるキャッシュ・フロー △492,972

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △225,590

定期預金払戻による収入 500,000

その他 △17,318

投資活動によるキャッシュ・フロー 257,091

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額 △40,000

自己株式の取得による支出 △979

配当金支払いによる支出 △74,842

財務活動によるキャッシュ・フロー △115,822

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 4,528

Ⅴ　現金及び現金同等物の減少額 △347,175

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 2,413,167

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 2,065,992

－ 3 －



（３）セグメント情報

ａ．事業の種類別セグメント情報

前年同四半期（平成20年３月期第１四半期）

電線・ケーブル事業
（千円）

電子部品他事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高 2,140,728 932,662 3,073,391 ─ 3,073,391

営業費用 2,158,729 954,109 3,112,838 ─ 3,112,838

営業利益 △18,000 △21,446 △39,447 ─ △39,447

　（注）１．事業区分は、製品系列から２つに区分しております。

２．各事業の主な製品は以下のとおりであります。

(1)電線・ケーブル事業　機器用電線、放電加工機用電極線、通信ケーブル、光製品など

(2)電子部品他事業　　　フレキシブル基板、ワイヤーハーネス、統合配線システム、テナントなど

ｂ．所在地別セグメント情報

前年同四半期（平成20年３月期第１四半期）

本邦以外の国または地域に所在する連結子会社および在外支店がないため、該当事項はありません。

ｃ．海外売上高

前年同四半期（平成20年３月期第１四半期）

 米州 欧州 アジア他 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 220,918 127,105 112,113 460,136

Ⅱ　連結売上高（千円） ─ ─ ─ 3,073,391

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の

割合（％）
7.2 4.1 3.6 15.0

　（注）１．国または地域は地理的近接度によって区分しております。

２．各区分に属する主な国または地域は次のとおりであります。

(1）米州………アメリカ他

(2）欧州………ドイツ、トルコ他

(3）アジア他…中国、韓国他

３．海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。

－ 4 －
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